
















しては中国が ｢先頭の雁｣の役割を担っていると述べている｡ 中央財経大学 ･山東大学の
両経済学院院長の黄少安教授の報告Efetf prto nEoo cGo hotebtcoCooeaino cnmi rwt fh oh 
Chn n aaは､日本と中国の協力関係の発展が両国の経済成長に与える影響を､エコiaadJpn
ノメトリック ･モデルによって分析 し､協力関係の重要性を主張している｡ すなわち､黄
報告によれば､1960年から2005年の両国の経済成長において日中間協力の発展が貢献して
いること､しかも､日中間協力は日本よりも中国の経済成長にとってより大きな役割を果
たしてきた｡岡山大学経済学部学部長の榎本悟教授の報告DosPieCmptto ee rc o eiinMattr 
i hn は､中国経済の発展に一役を買っている日本企業の中国現地会社に対するアンnCia?

























聡子の ｢スイス国境地域における越境地域環境カ Iーnterregボーデン湖プログラムの事例 
-｣は､EU諸国とヨーロッパ内非EU国であるスイスとの間の越境地域間協力の実態と問
題点を明らかにしている｡ 石田報告は､ ドイツ､オース トリア､スイス､リヒテンシュタ
インの国境地域が参加するInterregプログラムであるボーデン湖プログラムの実施実態を
検討し､言語､自然環境､産業において同質的な地域であっても､越境地域間協力を進め
るうえで資金問題､国家 ･地域関係の問題､国家間の政治的権限の相違が､EU国と非EU
国との間ばかりではなく､EU諸国間においても協力関係の阻害要因となる事実を示してい
る｡ EUにおいてのみならず､北東アジアにおける将来の地域統合にとってEUの経験が示
唆することは､長期的な観点から経済 ･社会 ･文化といった､いわゆる市民社会領域にお
ける地道な協力関係の構築が必要であり､そのためには国家間関係を超えて､地域間の国
境を越えた協力関係発展の努力が必要であるということである｡
本特集号の最初の 3編の報告を含む日中韓国際シンポジウム ｢東アジアにおける競争と
協調一越境地域間研究協力コロキウム｣は､EUの越境地域間協力事業に見られる地域統合
を目的とした大学 ･研究機関の間での研究協力を意識した企画であり､シンポジウムに参
加した日中韓の大学 ･研究機関の間での地域統合を目指す越境地域間研究協力の第一歩で
あった｡学内COEによる日中韓間越境地域間研究協力をさらに発展させ､今後とも本特集
号のような企画によって日中韓間越境地域間研究協力の研究成果を公表すべく努めていき
たい｡ 
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